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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期 

第２四半期 
連結累計期間 

第67期 
第２四半期 

連結累計期間 
第66期 

会計期間 
自平成28年１月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年１月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年１月１日 
至平成28年12月31日 

売上高 (百万円) 5,327 4,750 11,016 

経常利益 (百万円) 329 218 444 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
(百万円) 208 142 311 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △367 423 190 

純資産額 (百万円) 18,693 19,369 19,249 

総資産額 (百万円) 21,932 22,602 22,064 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
(円) 14.82 10.31 22.18 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
(円) － － － 

自己資本比率 (％) 83.6 84.1 85.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,916 949 927 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 634 △61 709 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △347 △303 △349 

現金及び現金同等物の四半期末

(期末)残高 
(百万円) 12,235 11,904 11,319 

 

回次
第66期

第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期

連結会計期間

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.04 2.13 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】
 
「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 
 
１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が堅調に推移する中、雇用・所得環境が改善する

等、緩やかな回復基調で推移いたしましたが、海外経済の下振れリスクが懸念される等、依然として先行き不透明

な状況で推移いたしました。 

建設業界におきましては、公共事業、民間設備投資は底堅く推移しておりますが、総じて力強さは見られず、ま

た、熾烈な受注競争が継続する中、技術者・労働者は不足しており、依然として厳しい状況となりました。 

このような状況のもとで、当第２四半期連結累計期間の当社グループの売上高は47億5千万円（前年同四半期比

10.8％減）となりました。利益面につきましては、売上高が減少したこと等により営業利益は1億3千5百万円（前年

同四半期比48.6％減）、経常利益は2億1千8百万円（前年同四半期比33.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は1億4千2百万円（前年同四半期比31.8％減）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。（セグメントの業績については、セグメント間の内部売上高又は

振替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

受注工事高は81億3千1百万円（前年同四半期比3.3％減）、完成工事高は46億4千9百万円（前年同四半期比

10.6％減）、セグメント利益は3億3千7百万円（前年同四半期比22.4％減）となりました。 

（製造・販売事業等） 

主にアスファルト製品の製造・販売で、売上高は3億2千4百万円（前年同四半期比5.6％増）、セグメント利益は

2千5百万円（前年同四半期比8.3％増）となりました。 

 

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、投資有価証券が増加したこと等により、前連結会計年度末より

5億3千7百万円増加し、226億2百万円となりました。 

負債は、未成工事受入金が増加したこと等により、前連結会計年度末より4億1千8百万円増加し、32億3千3百万

円となりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前連結会計年度末より1億1千9百万円増加し、

193億6千9百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は84.1％（前連結会計年度末は85.6％）となりました。 
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（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ5億8千5百万円増加し、119

億4百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少、未成工事受入金の増加等により、9億4千9百万円の増

加（前年同四半期は19億1千6百万円の増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入がありましたが、投資有価証券の取得による

支出等により、6千1百万円の減少（前年同四半期は6億3千4百万円の増加）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出、配当金の支払い等により、3億3百万円の減

少（前年同四半期は3億4千7百万円の減少）となりました。 

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間末現

在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成29年８月９日） 

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 19,033,300 19,033,300
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数

1,000株

計 19,033,300 19,033,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 19,033,300 － 1,000 － 2,121
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（６）【大株主の状況】

    平成29年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％) 

上原成商事㈱ 京都市中京区御池通烏丸東入仲保利町191 993 5.22 

Ｂｌａｃｋ Ｃｌｏｖｅｒ Ｌｉｍｉｔ

ｅｄ 

（常任代理人 三田証券㈱） 

ＳＥＲＴＵＳ ＣＨＡＭＢＥＲＳ，ＳＵＩ

ＴＥ Ｆ２４，ＦＩＲＳＴ ＦＬＯＯＲ，

ＥＤＥＮ ＰＬＡＺＡ，ＥＤＥＮ ＩＳＬ

ＡＮＤ，ＰＯ ＢＯＸ ３３４，ＭＡＨ

Ｅ，ＳＥＹＣＨＥＬＬＥＳ 

（東京都中央区日本橋兜町3-11） 

851 4.47 

金下 昌司 京都府宮津市 740 3.89 

㈱京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 686 3.61 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目5-5 674 3.54 

金下建設従業員持株会 京都府宮津市字須津471-1 584 3.07 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目8-11 581 3.05 

金下 欣司 京都府宮津市 565 2.97 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目8-11 534 2.81 

京都北都信用金庫 京都府宮津市字鶴賀2054-1 288 1.51 

計 － 6,499 34.15 

（注）１．上記のほか、自己株式が5,347千株あります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式581千株は、退職給付信託業務に係るものであります。

３．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式534千株は、信託業務に係るものであります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  5,347,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 13,489,000 13,489 －

単元未満株式  普通株式    197,300 － －

発行済株式総数 19,033,300 － －

総株主の議決権 － 13,489 －
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②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

金下建設株式会社
 京都府宮津市字須

津471-1
5,347,000 － 5,347,000 28.09

計 － 5,347,000 － 5,347,000 28.09

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 11,319 11,904 

受取手形・完成工事未収入金等 1,942 1,505 

有価証券 550 201 

未成工事支出金等 ※ 498 ※ 404 

繰延税金資産 53 54 

その他 27 34 

貸倒引当金 △6 △11 

流動資産合計 14,383 14,092 

固定資産    

有形固定資産    

土地 1,394 1,383 

その他（純額） 538 508 

有形固定資産合計 1,931 1,890 

無形固定資産 23 24 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,573 6,448 

その他 415 388 

貸倒引当金 △261 △241 

投資その他の資産合計 5,727 6,595 

固定資産合計 7,681 8,510 

資産合計 22,064 22,602 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 1,217 1,119 

未払法人税等 111 103 

未成工事受入金 177 639 

完成工事補償引当金 99 103 

工事損失引当金 34 － 

その他 447 422 

流動負債合計 2,084 2,386 

固定負債    

繰延税金負債 421 540 

役員退職慰労引当金 293 291 

その他 16 16 

固定負債合計 730 847 

負債合計 2,815 3,233 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,000 1,000 

資本剰余金 2,121 2,121 

利益剰余金 16,464 16,467 

自己株式 △1,860 △2,022 

株主資本合計 17,725 17,566 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,165 1,435 

その他の包括利益累計額合計 1,165 1,435 

非支配株主持分 360 368 

純資産合計 19,249 19,369 

負債純資産合計 22,064 22,602 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 5,327 4,750 

売上原価 4,653 4,190 

売上総利益 674 560 

販売費及び一般管理費 ※ 412 ※ 425 

営業利益 262 135 

営業外収益    

受取利息 22 16 

受取配当金 33 37 

投資事業組合運用益 0 19 

不動産賃貸料 19 17 

その他 10 11 

営業外収益合計 84 100 

営業外費用    

支払利息 0 0 

持分法による投資損失 － 2 

不動産賃貸原価 10 9 

その他 6 5 

営業外費用合計 17 17 

経常利益 329 218 

特別利益    

固定資産売却益 38 30 

投資有価証券売却益 0 － 

特別利益合計 38 30 

特別損失    

固定資産除却損 0 0 

投資有価証券評価損 2 － 

特別損失合計 2 0 

税金等調整前四半期純利益 366 248 

法人税等 141 95 

四半期純利益 224 153 

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 11 

親会社株主に帰属する四半期純利益 208 142 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 224 153 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △591 270 

その他の包括利益合計 △591 270 

四半期包括利益 △367 423 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △383 412 

非支配株主に係る四半期包括利益 16 11 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 366 248 

減価償却費 48 39 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △11 4 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △22 △34 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 △15 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 △2 

受取利息及び受取配当金 △55 △53 

支払利息 0 0 

持分法による投資損益（△は益） － 2 

投資事業組合運用損益（△は益） △0 △19 

投資有価証券売却損益（△は益） △0 － 

有形固定資産除売却損益（△は益） △38 △30 

売上債権の増減額（△は増加） 1,115 437 

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 18 94 

仕入債務の増減額（△は減少） 27 △99 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 412 462 

未払消費税等の増減額（△は減少） 7 △6 

その他 5 △37 

小計 1,871 992 

利息及び配当金の受取額 57 54 

利息の支払額 △0 △0 

法人税等の支払額 △32 △105 

法人税等の還付額 21 9 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,916 949 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 200 － 

有価証券の償還による収入 990 650 

有形固定資産の取得による支出 △22 △8 

有形固定資産の売却による収入 38 42 

投資有価証券の取得による支出 △600 △801 

投資有価証券の売却による収入 22 33 

その他 6 24 

投資活動によるキャッシュ・フロー 634 △61 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △201 △162 

配当金の支払額 △143 △139 

その他 △3 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー △347 △303 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,203 585 

現金及び現金同等物の期首残高 10,032 11,319 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,235 ※ 11,904 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（平成28年12月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

未成工事支出金 451百万円 358百万円 

材料貯蔵品 36 37 

販売用不動産 11 8 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年１月１日 

  至  平成28年６月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成29年１月１日 

  至  平成29年６月30日） 

役員報酬 65百万円 67百万円 

従業員給料手当 173 176 

役員退職慰労引当金繰入額 12 14 

貸倒引当金繰入額 △10 △12 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年１月１日
至  平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年１月１日
至  平成29年６月30日）

現金預金勘定 12,235百万円 11,904百万円

現金及び現金同等物 12,235 11,904

 

- 13 -



（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 143 10 平成27年12月31日 平成28年３月24日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年１月１日 至平成29年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 139 10 平成28年12月31日 平成29年３月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自  平成28年１月１日  至  平成28年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）２   建設事業 

製造・販売 
事業等 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 5,201 125 5,327 － 5,327 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ 181 181 △181 － 

計 5,201 307 5,508 △181 5,327 

セグメント利益 435 23 458 △196 262 

（注）１．セグメント利益の調整額△196百万円には、セグメント間取引消去15百万円及び各報告セグメントに配分して

いない全社費用△211百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自  平成29年１月１日  至  平成29年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）２   建設事業 

製造・販売 
事業等 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,649 102 4,750 － 4,750 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ 222 222 △222 － 

計 4,649 324 4,972 △222 4,750 

セグメント利益 337 25 362 △228 135 

（注）１．セグメント利益の調整額△228百万円には、セグメント間取引消去△1百万円及び各報告セグメントに配分して

いない全社費用△227百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 14円82銭 10円31銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
208 142

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
208 142

普通株式の期中平均株式数（株） 14,061,742 13,790,350

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月８日

金下建設株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人グラヴィタス 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 藤本 良治 印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 尾﨑 史佳 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている金下建設株式会

社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、金下建設株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 


